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令和 5 年度政府予算案 社会保障関係費 36兆 8,889 億円 
～政府 

政府は 12 月 23 日、令和 5 年度予算案を閣議決定した。一般会計の総額は前年

度比 6兆 7,848億円増の 114兆 3,812億円で、このうち社会保障関係費は同 6,154

億円(1.7%)増の 36 兆 8,889 億円。増加分は高齢化による伸びに伴うもので、内

訳は「年金」13 兆 857 億円(2.5%増)、「医療」12 兆 2,492 億円(0.5%増)、「介

護」3兆 6,959億円(2.7%増)、「福祉等」7兆 8,581億円(1.8%増)となっている。 

厚生労働省の令和 5 年度予算案は、一般会計の総額が 33 兆 1,686 億円で、こ

ども家庭庁に移行する厚生労働省関係部局分(8,857 億円)を除いた額と比較する

と、前年度比 5,382 億円 (1.6%)増。社会保障関係費は 32兆 8,514 億円で、この

うち 3兆 6,959 億円(2.7%増)を介護関係に充てる。 

老健局計上分は 3 兆 3,705 億円で、「介護保険制度による介護サービスの確保

等」3 兆 3,353 億円、「地域包括ケアシステムの推進」2,315 億円、「介護施設

等の整備と防災・減災対策の推進」364 億円、「介護人材の確保と介護分野にお

ける生産性向上、働く環境改善」517 億円、「科学的介護・介護分野における DX

の推進」18 億円、「認知症施策の推進」128 億円などが盛り込まれている。介護

人材の確保については、処遇改善のために昨年 10 月に創設した介護職員等ベー

スアップ等支援加算の継続に 367億円を計上している。 

介護現場の生産性向上については、昨年 12 月の全世代型社会保障構築会議に

おいて、「介護職員の働く環境改善に向けた政策パッケージ」を実施することが

決定。これに基づき、介護事業所の生産性向上に関する相談や支援を一括して受

け付ける「介護生産性向上総合相談センター(仮称)」の都道府県への設置を令和

5 年度に開始するため、地域医療介護総合確保基金に 137 億円規模の新たな事業

メニューを設ける。政策パッケージではこのほか、▽介護ロボット・ICT 機器の

導入支援、▽介護サービス事業者の経営の見える化、▽生産性向上に向けた処遇

改善加算の見直し、▽職員配置基準の柔軟化の検討――なども進める。  
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ケアマネジャー試験 合格率が 20%を下回る 
～厚生労働省 

厚生労働省は 12 月 26 日、10 月 9 日に行われた第 25 回介護支援専門員実務研

修受講試験の結果を公表した。 

今年度の受験者数は 5 万 4,406 人で、合格者数が 1 万 328 人、合格率は 19.0%

だった。前年度と比較すると、受験者数は 116 人増加した一方、合格者数は

2,334 人減少し合格率が 4.3 ポイント低下した。受験者数は 3 年連続で増加した

が、合格率は 2 年ぶりに 20%を下回る結果となった。都道府県別の合格者数では、

東京都の 937 人が最多となり、次いで大阪府の 706 人、神奈川県の 691 人。最少

は山梨県の 52 人で、福井県の 61 人、佐賀県の 69 人と続いた。職種別の合格者

数では、介護福祉士が最多で 6,096 人(構成比率 59.0%)。次いで看護師・准看護

師が 1,849人(同 17.9%)、社会福祉士が 815人(同 7.9%)だった。 

 

有料老人ホーム 前年と比べ 768 施設増加 
～厚生労働省 

厚生労働省は 12月 26 日、令和 3年社会福祉施設等調査の結果を取りまとめ、

公表した。この調査は、全国の社会福祉施設等の数、在所者・従事者の状況等を

把握し、社会福祉行政推進のための基礎資料を得ることが目的。2021 年 10 月 1

日現在で活動中の施設・事業所について集計した。 

調査によると、養護老人ホームや軽費老人ホーム等の老人福祉施設(老人福祉

法による老人福祉施設)の施設数は全体で 5,192 施設(前年比 36 施設減)だった。

助産施設や乳児院等の児童福祉施設等(児童福祉法による児童福祉施設等)の施設

数は 4万 6,560施設(同 838施設増)で、このうち保育所が 2万 9,995施設(同 521

施設増)。その他介護関連では、有料老人ホーム(サービス付き高齢者向け住宅以

外)が 1万 6,724 施設(同 768施設増)となっている。 

施設の種類別に定員・在所者数を見ると、老人福祉施設は定員が 15 万 7,262

人(同 1,117 人減)で在所者数が 14 万 2,021 人(同 2,369 人減)だった。児童福祉

施設等は定員が 311万 2,984人(同 5万 4,267 人増)、在所者数が 283万 4,592人

(同 2万 7,073人増)で、このうち保育所等の定員が 290万 4,353人(同 4万 6,236

人増)で在所者数が 264万 3,196人(同 1 万 8,861 人増)。有料老人ホーム(サービ

ス付き高齢者向け住宅以外)は定員が 63 万 4,395 人(同 2万 4,923 人増)で在所者

数が 54万 47人(同 1万 9,034人増)となっている。 

常勤換算従事者を施設の種類別・職種別に見ると、保育所等の保育士は 38 万

4,371人(同 1,996人増)、保育教諭は 12万 583人(同 4,264人増)で、このうち保

育士資格保有者が 11 万 4,224 人(同 7,323 人増)だった。また、有料老人ホーム

(サービス付き高齢者向け住宅以外)の介護職員は 13 万 6,698 人(同 3,058 人増)

となっている。  
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「こども家庭庁」の初年度予算 4兆 8,104億円 
～財務省 

財務省は 12 月 23 日、今年 4 月に新設する「こども家庭庁」関連予算政府案と

して 4兆 8,104 億円を計上することを発表した。 

予算の柱は以下の 4 つ(予算額順)。▽全てのこどもに、健やかで安全・安心に

成長できる環境を提供する(3 兆 4,165 億円)、▽成育環境にかかわらず誰一人取

り残すことなく健やかな成長を保障する(7,881 億円)、▽結婚・妊娠・出産・子

育てに夢や希望を感じられる社会の実現、少子化の克服(5,854 億円)、▽こども

の視点に立った司令塔機能の発揮、こども基本法の着実な施行(4 億円)。 

前年度比総額 1,233 億円(2.6%)増で、主な増額要因は以下のとおり(金額順)。

▽保育士・幼稚園教諭等の処遇改善(人事院勧告に伴う処遇改善(2.1%増))、プラ

ス 3%程度の処遇改善(月額 9,000 円の満年度化)(564 億円増)、▽保育所等の受け

皿整備に伴う利用児童数増(1.7 万人)や放課後児童クラブの受け皿整備に伴う登

録児童数増(2.4 万人)等(554 億円増)、▽出産・子育て応援交付金の継続実施

(370億円増)、▽育児休業給付(労働保険特別会計)(325億円増)。 

 

養介護施設従事者による高齢者虐待判断件数 739 件 
～厚生労働省 

厚生労働省は 12月 23日、2021年度「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対

する支援等に関する法律」に基づく対応状況等に関する調査結果を公表した。 

それによると、養介護施設従事者等(介護老人福祉施設、居宅サービス事業等

の業務の従事者)による高齢者虐待の相談・通報件数は 2,390 件で前年度比 293

件(14.0%)増、虐待判断件数は 739 件で同 144 件(24.2%)増。他方、高齢者の世話

をしている家族・親族・同居人等(養護者)による、高齢者虐待の相談・通報件数

は 3万 6,378件と前年度比 604件(1.7%)増となったが、虐待判断件数は 1万 6,426

件と同 855件(4.9%)減となった。 

 

特養の入所待機者 前回比 5.1万人減の 27.5万人 
～厚生労働省 

厚生労働省は 12 月 23 日、「特別養護老人ホームの入所申込者の状況(令和 4

年度)に関する調査結果」を公表した。これは、「特別養護老人ホームに入所を

申し込んでいるものの、2022年 4月 1日時点で当該特別養護老人ホームに入所し

ていない者の状況」を調べたもの。同調査によると、要介護者全体で該当者は

27.5 万人おり、3 年前の前回調査(2019 年度)の 32.6 万人から 5.1 万人減った。

要介護レベル別に見ると、要介護 3 以上は前回比 3.9 万人減の 25.3 万人で、こ

のうち在宅待機者は同 1 万人減の 10.6 万人。要介護 1・2 は同 1.2 万人減の 2.2

万人で、このうち在宅待機者は同 0.5万人減の 1.1万人となった。 
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社会福祉法人経営動向調査 物価高騰などの影響大 
～福祉医療機構 

独立行政法人福祉医療機構は 12 月 23 日、「社会福祉法人経営動向調査(2022

年 12月調査)」の結果を公表した。同調査は四半期ごと(3月、6月、9月、12月)

に特別養護老人ホーム(以下、特養)を運営する社会福祉法人を対象に実施してお

り、今回は調査対象 517法人のうち 366 法人から回答を得た。 

同調査によると、社会福祉法人では、業況判断の DI(景気動向指数)が前回調

査から 5 ポイント低下し△16 となっただけでなく、サービス活動収益の DI も 1

ポイント低下し△23、資金繰りの DI も 1 ポイント低下し△14 に。一方、従業員

数の DI は 2 ポイント上昇し△61 となった。また、特養では、サービス活動収益

の DIが前回調査から 3ポイント低下し△19、サービス活動増減差額の DIも 3ポ

イント低下し△27 となったのに対し、サービス活動収支の DI が 1 ポイント上昇

し 2、施設全体の従業員数の DI も 2 ポイント上昇し△57、介護職員の確保 DI も

1ポイント上昇し△80に。人件費の DI は 1ポイント上昇し 45となった。 

その他の調査項目を見ると、原油価格や物価の高騰については、94.8%の特養

が前年同月と比べて経営上の影響を受けていると回答。そのうち 95.1%の施設で

水道光熱費が増加し、さらにその 70.6%が 20%以上の費用増となった。また、車

輌費(ガソリン代など)は 74.1%、保健衛生費(消毒液など)は 69.5%、介護用品費

(おむつなど)は 59.9%の施設が増加したと回答。水道光熱費を見ても、電気代は

93.4%(n=335)、ガス代は 82.7%(n=319)、水道代は 47.2%(n=337)の施設が増加し

たと回答した。電気代については、前年同月比 50%以上増加した施設が広域型特

養で 38.1%(n=270)、地域密着型特養で 26.2%(n=65)だった。 

 

処遇改善加算などの計画書の提出期限を特例で延期 
～厚生労働省 

厚生労働省は 12月 20 日、「令和 5年度の『介護職員処遇改善加算・介護職員

等特定処遇改善加算・介護職員等ベースアップ等支援加算処遇改善計画書』に係

る提出期限」の特例を周知する事務連絡を都道府県・市町村の介護保険担当課

(室)、各介護保険関係団体に発出した(介護保険最新情報 Vol.1119)。 

介護職員の処遇改善加算・特定処遇改善加算・ベースアップ等支援加算を取得

する際の計画書については現在、様式の簡素化の検討が進められており、見直し

後の様式は 2 月末を目途に発出される予定。これに伴い、通常、これら加算を取

得する前々月の末日までとなっている計画書の提出期限を、今年 4月または 5 月

から加算を取得する場合は、特例として 4月 15日とするとした。 
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